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Ⅰ 総則 

１ 目的 

   本マニュアルは、香川県医療救護計画の第５に基づき、災害時における医療救護活動に必要

な救急医薬品、衛生材料、防疫用薬剤及び輸血用血液等（以下「医薬品等」という。）を確保

しその円滑な供給に資するために関係者の役割と具体的な行動内容を示すものである。 
 

２ 関係者等 

   本マニュアルの対象者等は、次のとおりとする。 
  （１）香川県災害対策本部健康福祉部薬務班（以下「薬務課」という。） 

 （２）香川県保健福祉事務所及び香川県小豆総合事務所（以下「保健福祉事務所」という。） 
  （３）市町災害対策本部（以下「市町」という。） 
  （４）香川県医薬品卸業協会（以下「医薬品卸業協会」という。）及び医薬品卸業者 

（５）一般社団法人日本産業・医療ガス協会四国地域本部香川医療ガス部門香川県支部（以下

「医療ガス協会」という。）及び医療ガス販売業者 
  （６）香川県医薬品小売商業組合（以下「小売商業組合」という。） 

（７）香川県医療機器販売業協会（以下「医療機器販売業協会」という。）及び医療機器販売

業者 
（８）香川県赤十字血液センター（以下「血液センター」という。） 
（９）一般社団法人香川県薬剤師会（以下「県薬剤師会」という。）及び地区薬剤師会及び薬

剤師班 
（10）震災時用医薬品等備蓄機関（県の震災時用医薬品等を備蓄している医療機関等をいう。）  

  （11）香川県災害対策本部健康福祉部医務国保班（以下「医務国保課」という。） 
  （12）香川県病院薬剤師会（以下「病院薬剤師会」という。） 

  （13）災害薬事コーディネーター 

      災害薬事コーディネーターは、香川県災害薬事コーディネーター設置要綱（別紙１）

に基づき設置され、薬剤師、医薬品等の需要の把握と調整を行い、県に対して効率的か

つ的確に薬剤師、医薬品等を配置、供給するための助言及び支援を適宜行う。 

（14）災害医療コーディネーター 

 
Ⅱ 医薬品等の確保・供給 

１ 医薬品等の確保に関する基本的な考え方 

   大規模災害時においては、通信網や交通網の破綻が想定されることから、被災地外からの医

薬品等の供給支援が本格化するまでの間は、医療救護活動に必要な医薬品等を被災地域で確保

する必要がある。そのため、関係者等は、平常時において災害時用医薬品等を備蓄するよう努

める。また、県民に対し、避難の際に必要な医薬品等を持ち出すことができるように準備して

おくよう啓発に努める。 
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 ２ 県が確保する災害時用医薬品等 

  （１）震災時用医薬品等 

香川県震災時用医薬品等備蓄管理要綱（別紙２）に基づき、災害時における被災者の緊

急救護用として必要な医薬品等を搬送用容器に収納し、県下の医療機関等に分散備蓄して

いる。（県有品。約 100 人分×3日分を１単位とし計 50 単位を備蓄。） 

    ア 震災時用医薬品等の種類 

      別紙３のとおり 

    イ 震災時用医薬品等備蓄機関 

      別紙４のとおり    

 

（２）流通備蓄医薬品等 

医薬品卸業協会に加盟の医薬品卸業者４社の流通在庫を活用して、震災時用医薬品等の

品目をベースに医薬品の品目を拡大して確保している。医薬品等の確保数量は、震災時用

医薬品等と合わせ、香川県地震・津波被害想定における南海トラフ（最大クラス）の地震・

津波による負傷者数 19,000 人の１日分を目安としている。（別紙５）  

 

   
  （３）関係団体との協定 

① 医薬品卸業協会との協定（別紙６） 

     「災害救助に必要な医薬品等の確保に関する協定書」（平成 9年 2 月 27 日） 

    ② 小売商業組合との協定(別紙７) 

     「災害時における一般用医薬品等の確保に関する協定書」(平成 9 年 2月 27 日) 

    ③ 県薬剤師会との協定(別紙８) 

     「災害時の薬剤師医療救護活動に関する協定書」(平成 19 年 3月 23 日) 

④ 医療ガス協会との協定(別紙９) 

     「災害時における医療ガス等の供給に関する協定書」（平成 24 年 3 月 27 日） 

⑤ 医療機器販売業協会との協定(別紙１０) 

     「災害時における医療機器等の供給に関する協定書」（平成 30 年 11 月 9 日） 

  

 ３ 市町による災害時用医薬品等の確保  

   市町は、災害時用医薬品等を備蓄するほか、災害時に救護病院、応急救護所等が必要とする

医薬品等について、あらかじめ医療機関と協議し医療機関の在庫から一定量を確保する、又は、

地区薬剤師会との協定に基づき確保する等の方法により、少なくとも１日分の災害時用医薬品

等を確保する。 

 

 

 

 

 

 

 

参考：香川県地震・津波被害想定 
     南海トラフ（最大クラス）の地震・津波による人的被害（負傷者数）： 19,000 人 

     中央構造線の地震・津波による人的被害（負傷者数）： 12,000 人 
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４ 医薬品等の調達及び供給 

  （１）基本方針 

 基 本 方 針 

病院、診療所及

び薬局等 

災害時においても、医薬品卸業者等の基本的な機能・ネットワークが維持

されている限り、平常時と同様に、各医療機関等において、医薬品卸業者

等から医薬品等を調達する。それができない場合は県に調達又は斡旋を要

請する。 

市町 

市町は、応急救護所等から医薬品等の供給要請があったときは、あらかじ

め定めている計画に基づき調達する。なお、医薬品等の不足が生じたとき

は、県に調達又は斡旋を要請するものとする。 

県 

市町から医薬品等の供給要請があったときは、県が備蓄する震災時用医薬

品等を、それでも不足する場合は流通備蓄医薬品等を応急救護所等へ供給

する。さらに必要な場合は、医薬品卸業協会等の協定締結団体へ供給を要

請する。また、国や他の都道府県等に協力を要請する。 

 
災害時の医薬品等の調達・供給についての連絡体制は、次のフロー図による。 
また、医薬品等の供給要請・応諾は、それぞれの様式をファクシミリ等を使用し回送する

ことにより行う。 

報告
協定に基づく要

請

調
整
結
果

報告

供給要請
報告

調整結果 調整結果

調
整
結
果

供給の可否

派遣要請

供
給
の
可
否

供給要請

（市町内で対応

できない場合）

供給要請

補給要請供給要請 搬送要請

供給要請

供給要請

（管内で対応でき

ない場合）

供
給
要
請

供
給
要
請

発注
＊業者の機能・ネットワークが維持

されている限り、平時のとおり調達

する。

供
給
要
請

災害協定締結団体

医薬品卸業協会

医療ガス協会

医薬品小売商業組合

医療機器販売業協会

医薬品卸業者・医療ガス販売業者・

医薬品小売業者・医療機器販売業者

広域救護病院

（災害拠点病院）
薬局等 救護病院

応急救護所

県災害対策本部

保健医療福祉調整本部

（薬務課）

・県内情報のとりまとめ

・医薬品等の供給対策

保健福祉事務所

・管内情報のとりまとめ

・医薬品等の供給対策

医薬品集積所

（２次）

市町災害対策本部

・市町内情報のとりまとめ

・医薬品等の供給対策

医薬品集積所

（１次）

震災時用医薬品等

備蓄機関

国

他自治体

薬剤師会

血液センター

地区薬剤師会

 
 

 

 

 

 

 

図１ 災害時の医薬品等の調達・供給に係る連絡体制 
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（２）応急救護所等における医薬品等の供給手順 

    ■市町 

    ① 市町は、それぞれの市町が設置する応急救護所等において、医療救護のための医薬品

等が必要となった場合は、あらかじめ定めている計画に基づき調達する。 
   ② ①により不足する場合は、（様式１）により保健福祉事務所に震災時用医薬品等（セ

ット単位）の供給を要請する。 
     ③ ②によっても不足する場合は、（様式３）により、保健福祉事務所に支援を要請する。 

 

■保健福祉事務所（災害薬事コーディネーターを含む） 

     ① 保健福祉事務所は、市町から震災時用医薬品等の供給要請を受けたときは、管内の被

災状況等を判断し、管内に備蓄している震災時用医薬品等を要請元市町の指定する応急

救護所等に供給する。 
   ② 要請元市町に対し、（様式１）により供給の可否を連絡するとともに、供給する場合

は、（様式２）により、震災時用医薬品等備蓄機関に対し搬送を要請する。なお、震災

時用医薬品等備蓄機関による搬送が困難な場合は、他の手段による搬送を調整する。 
     ③ 供給等の措置内容を（様式１）に記入し、薬務課に報告する。 

   ④ 管内に備蓄している震災時用医薬品等の供給が困難な場合は、（様式１）の回送によ

り、管外に備蓄の震災時用医薬品等の供給を薬務課に要請する。 
⑤ 薬務課から、供給の可否の連絡を受けた場合は、その内容を要請元市町に連絡する。 

     ⑥ さらに、市町から（様式３）により、医薬品等の供給要請を受けたときは、薬務課に

供給を要請する。 
 
    ■薬務課（災害薬事コーディネーターを含む） 

① 薬務課は、協定締結団体及び血液センターの被災状況を確認する。 
② 保健福祉事務所から（様式１）により、震災時用医薬品等の供給の要請を受けたとき

は、要請のあった保健福祉事務所に対し（様式１）の返送により、供給の可否を連絡す

る。同時に（様式２）により、震災時用医薬品等備蓄機関に対し搬送を要請する。なお、

震災時用医薬品等備蓄機関による搬送が困難な場合は、他の手段による搬送を調整する。 
    ③ 保健福祉事務所から（様式３）による医薬品等の要請があった場合は、医薬品卸業協

会に対し流通備蓄医薬品等を、その他、要請品目に応じ協定締結団体へ供給を要請する。 
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④ 協定締結団体からの調達でも不足すると予想される場合は、厚生労働省や他の都道府

県等に医薬品等の調達を要請する。 

 
 

 

（３）各災害薬事コーディネーターの業務  

■総括 

① 県災害対策本部（保健医療福祉調整本部）が設置されたときは、保健医療福祉調整

本部長（健康福祉部長）の要請に応じて、県災害対策本部（保健医療福祉調整本部）

に参集するよう努める。参集が困難な場合は、使用可能な情報伝達手段を用いて他の

総括と連絡を取り、活動の進め方等について打合せする。 

② 県薬剤師会と連携して、県内の医療機関（主に薬剤部門）、薬局等の被災状況に関

する情報を収集する。また、各保健福祉事務所にいる災害薬事コーディネーターと各

地区管内の被災状況や全国の状況等に関する情報を共有する。 

③ 保健福祉事務所及び災害拠点病院からの支援要請の状況、各保健福祉事務所にいる

災害薬事コーディネーター及び県薬剤師会からの情報、薬務課が収集した県内及び全

国の情報をもとに、災害医療コーディネーター等と協議のもと、医薬品に関する全県

的な支援策を立案する。 

 

図２ 応急救護所等への医薬品等の供給例 

図３ 医薬品等供給例（国・他自治体へ支援要請した場合） 
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④ 関係者と県内の医薬品の供給に関する最新の情報を共有し、状況の変化に応じて、

支援策の見直しについて関係者と協議し、実施する。 

⑤ 県内で医薬品の供給に関する課題が生じ、保健福祉事務所ごとの対応では解決が困

難な場合は、関係者との調整を行う。 

 

■保健福祉事務所 

① 県災害対策本部（保健医療福祉調整本部）が設置されたときは、保健医療福祉調整

本部長（健康福祉部長）の要請に応じて、担当する保健福祉事務所に参集するよう努

める。参集が困難な場合は、使用可能な情報伝達手段を用いて同じ担当の災害薬事コ

ーディネーターと連絡を取り、活動の進め方等について打合せする。 

② 地区薬剤師会と連携して、管内の医療機関（主に薬剤部門）、薬局等の被災状況に関

する情報を収集する。また、総括と管内及び県内の被災状況や全国の状況等に関する

情報を共有する。 

③ 収集した管内の情報をもとに、災害医療コーディネーター等と協議のもと、医薬品

の供給に関する支援策を立案する。 

④ 二次医薬品等集積所が設置される場合は、その設置に協力し、運営を指揮する。 

⑤ 関係者と管内の医薬品の供給に関する最新の情報を共有し、状況の変化に応じて、

支援策の見直しについて関係者と協議し、実施する。 

⑥ 管内で医薬品の供給に関する課題が生じた場合は、これを解決するために、関係者

との調整を行う。 

 

■一次医薬品等集積所 

① 一次医薬品等集積所が設置される場合は、保健医療福祉調整本部長（健康福祉部長）

の要請に応じて、一次医薬品等集積所に参集するよう努める。参集が困難な場合は、

使用可能な情報伝達手段を用いて同じ担当の災害薬事コーディネーターと連絡を取り、

活動の進め方等について打合せする。 

② 一次医薬品等集積所が設置される場合は、その設置に協力し運営を指揮する。 

  

５ 輸血用血液の確保 

  （１）血液の確保体制 

①  薬務課は、災害発生後速やかに血液センターの被災状況及び血液の在庫数量等を把握

し、血液が不足するようであれば、他の都道府県等に対して必要な血液の確保について

協力を要請する。 
②  血液センターは、医療救護に必要な血液について、医療機関から供給要請を受けたと

きは、血液を供給する。 
また、災害時に必要な血液を確保できない場合は、中四国ブロック血液センターに応

援を要請する。 
 

（２）血液の搬送 

 医療機関への血液の搬送は、原則として血液センターの車両等による。ただし、血液セ

ンターによる搬送が困難な場合は、他の手段による搬送を薬務課と調整する。 
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６ 医療ガス・医療機器・一般用医薬品等の確保 

 （１）医療ガスの確保体制 

     ①  薬務課は医療ガス等の調達が必要な場合は、協定に基づき、医療ガス協会に対し、そ

の会員販売業者の所有する医療ガス等の供給について（様式４）により供給を要請する。 

    ② 医療ガス協会は①の要請を受けたときは、会員販売業者の所有する医療ガス等を速や

かに薬務課の指定する場所に供給し、その措置状況を（様式５）により報告する。 

        ③ 県内における確保が困難な場合は、四国地域本部又は協会本部の協力を得て、近隣府

県に応援を要請する。 

   

 （２）医療機器等の確保体制 

     ①  薬務課は医療機器等の調達が必要な場合は、協定に基づき、医療機器販売業協会に対

し、その会員販売業者の所有する医療機器等の供給を（様式６）により要請する。 

    ② 医療機器販売業協会は①の要請を受けたときは、会員販売業者の所有する医療機器等

を速やかに薬務課の指定する場所に供給し、その措置状況を（様式７）により報告する。 

   

 （３）一般用医薬品等の確保体制 

    ① 薬務課は、一般用医薬品等の調達が必要な場合は、小売商業組合及び同組合に加盟す

る組合員に対し、その保有する医薬品等の供給を要請する。 

    ② 小売商業組合は、薬務課から要請のあった一般用医薬品等について、小売商業組合及

びその組合会員の保有する範囲内において供給する。 
   

Ⅲ 医薬品等集積所の運営・管理 

 １ 医薬品等集積所の設置 

薬務課は、県災害対策本部、医務国保課、災害医療コーディネーター、県薬剤師会、保健福

祉事務所等と協議を行い、必要に応じ、医薬品等集積所（一次・二次）を設置する。 
一次医薬品等集積所は、香川県地域防災計画において定める一次（広域）物資拠点とする。

二次医薬品等集積所は、必要に応じ保健福祉事務所等に設置する。 
薬務課は、医薬品等集積所の設置を決定した場合は、速やかに関係者及び関係機関に周知す

る。 
 

 ２ 医薬品等集積所の運営体制    

  （１）一次医薬品等集積所 

     薬務課が県薬剤師会の協力を得て運営する。 
      薬務課職員 １ 
      災害薬事コーディネーター １ 
      県薬剤師会 １以上 
      各団体からのボランティア      
   

（２）二次医薬品等集積所 

     保健福祉事務所等が地区薬剤師会（又は県薬剤師会）の協力を得て運営する。 
      保健福祉事務所職員（薬剤師） １ 
      保健福祉事務所職員（その他） １ 
      災害薬事コーディネーター １ 
      地区薬剤師会（又は県薬剤師会） １以上 
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      各団体からのボランティア   
 

３ 医薬品等集積所における業務 

（１）一次医薬品等集積所 

  ○ 災害薬事コーディネーターの指揮のもと業務を行う。 

○ 支援医薬品等の受払管理【受払管理簿の作成】（参考様式１、２） 

○ 支援医薬品等の保管管理（医療用医薬品・一般用医薬品・医療機器・衛生材料等の大

別、医薬品の品名、効薬別分類、使用期限、保存に注意が必要な医薬品（冷所、暗所、

防湿等）、取扱いに注意が必要な医薬品（麻薬、向精神薬、毒薬・劇薬等）） 
○ 二次医薬品等集積所からの要請に応じた医薬品等の供給（参考様式３） 
○ 薬務課へ受払状況、不足医薬品等の報告 

 

（２）二次医薬品等集積所 

○ 災害薬事コーディネーターの指揮のもと業務を行う。 

○ 医薬品等の仕分け、保管・管理【受払管理簿の作成】（参考様式１、２） 

    ○ 応急救護所等への医薬品等の供給（参考様式３） 

    ○ 医療救護班への医薬品等の供給、残薬の回収等 

    ○ 被災者への一般用医薬品等の供給 

 

 ４ 搬送手段の確保 

  （１）一次医薬品等集積所から二次医薬品等集積所への医薬品等の搬送は、県薬剤師会等の協

力を得て行う。 

  （２）二次医薬品等集積所から応急救護所等への医薬品等の搬送は、保健福祉事務所等が確保

する車両で、地区薬剤師会（又は県薬剤師会）の協力を得て行う。 

 

 ５ 医薬品等集積所に必要とされる設備等 

  資料１を参考に平常時より医薬品等集積所の整備を図る。 

 

Ⅳ 薬剤師班の確保 

１ 薬剤師班の派遣 

  薬務課は、医療救護活動において、調剤、服薬指導及び医薬品管理等の必要が生じた場合は、

県薬剤師会に対し、薬剤師班の編成及び派遣を要請する。（様式８） 

   

２ 薬剤師班の業務 

薬剤師班は薬務課が指定した場所において、次の医療活動を行う。（参考様式４：薬剤師班

名簿） 
① 応急救護所等における調剤、服薬指導及び医師等への医薬品情報提供（参照：資料２（災

害用処方箋（例））、資料３（災害用薬袋（例））） 
  ② 医薬品等集積所及び応急救護所等における医薬品等の仕分け及び管理   

   なお、医薬品等集積所における薬剤師班は災害薬事コーディネーターの指揮のもと業務を

行う。 
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３ 薬剤師班の要請手順 

■市町 

応急救護所等において医療救護活動を行う薬剤師班の派遣を地区薬剤師会との協定に基づ

き要請する。市町での薬剤師班の確保が困難な場合や不足する場合は、保健福祉事務所に広

域的な調整を要請する。 
  

 ■保健福祉事務所（災害薬事コーディネーターを含む） 

    市町から、薬剤師班派遣の要請を受けたとき又は管内に二次医薬品等集積所が設置された

ときは、薬務課に薬剤師班の派遣を要請する。 
    災害薬事コーディネーターは、薬務課から薬剤師班の派遣について応諾の連絡を受けたと

きは、医療ニーズとのマッチングを行ったうえで、支援を受け入れるための調整を行う。ま

た、調整結果を、災害薬事コーディネーター（総括）、地区薬剤師会等に周知する。 
    関係者と管内の薬剤師班の活動に関する最新の情報を共有し、状況の変化に応じて、支援 

策の見直しについて関係者と協議し、実施する。 
管内で薬剤師活動に関する課題が生じた場合は、これを解決するために、関係者との調整

を行う。 
   

■薬務課（災害薬事コーディネーターを含む） 

保健福祉事務所から薬剤師班の派遣要請を受けたとき又は医薬品等集積所を設置したとき

は、県薬剤師会に対し薬剤師班の派遣を要請する。 
災害薬事コーディネーターは、県薬剤師会からの薬剤師班の派遣が決まった場合は、医療

ニーズとのマッチングを行ったうえで、保健福祉事務所等と支援を受け入れるための調整を

行う。 

関係者と県内の薬剤師班の活動に関する最新の情報を共有し、状況の変化に応じて、支援

策の見直しについて関係者と協議し、実施する。 
県内で薬剤師活動に関する課題が生じ、保健福祉事務所ごとの対応では解決が困難な場合

は、関係者との調整を行う。 
 

Ⅴ 関係者の具体的行動内容 

 １ 関係者 

  ■薬務課 

医薬品等の確保及び供給について総合調整を行うとともに、広域的な薬剤師班の派遣など、

市町の医療救護活動を支援する。 

時期 具体的な内容 

平常時の対応 

○関係機関及び関係団体と協議し、広域的な医薬品等の確保・供給体制を整 

備する。また、情報伝達手段を確保し、情報収集・連絡体制を整備する。 

○災害薬事コーディネーター等との連携体制の構築に努める。 

○本マニュアルに基づく医薬品等の供給訓練等を実施するほか、関係団体と

の連携・協力体制の強化を図る。 

○県薬剤師会と協議し、広域的な薬剤師の派遣体制を整備する。 

○市町の救護病院、応急救護所、指定避難所等の指定状況を把握する。 

○医薬品集積所の運営に必要な設備等の整備を図る。 

○震災時用医薬品等を備蓄・管理するとともに、流通備蓄医薬品等が適切に
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確保されていることを定期的に確認する。 

○協定締結団体等に対し、緊急通行車両事前届出を推奨する。 

発災後の対応 

【情報収集･提供】 

○保健福祉事務所、協定締結団体、血液センター等の被災状況を把握する。  

○県下の被災状況を把握し、必要な場合は国に報告する。 

○県内の医療救護施設、避難所等の設置状況及び医療救護活動状況を把握する。 

○協定締結団体からその団体加盟事業者等が保有する医薬品等の在庫状況や需

給状況及び需給見込み等について把握する。 

 

【医薬品等の確保・供給】 

○市町の医薬品・医療資器材等が不足する場合に、要請に基づき震災時用医薬品

等の供給について、震災時用医薬品等備蓄機関との調整を行う。 

○震災時用医薬品等の供給では不足する場合は、医薬品卸業協会へ流通備蓄

医薬品等を、その他、要請品目に応じ協定締結団体へ供給を要請する。県内

で確保できない場合は、近県又は国に対し要請する。 

 

【輸血用血液の確保】 

○血液製剤の確保について、血液センターと連絡調整を図る。不足する場合は、 

中四国ブロック血液センターに応援を要請する。 

 

【搬送手段等の確保】 

○供給元において医薬品等の搬送が困難な場合は、他の手段による搬送を災害対

策本部等と調整する。 

○医薬品卸売業者及び血液センター等が被災により、機能を失った場合、早期に

機能を復旧できるよう復旧機関への優先支援要請を行う。 

 

【医薬品等集積所の設置・運営】 

○支援医薬品等の受け入れ、搬送の拠点となる一次医薬品等集積所を設置し、県 

薬剤師会の協力を得て運営する。また、保健福祉事務所等と協議し、二次医薬品

等集積所の設置・運営を保健福祉事務所等に要請する。 

○一次医薬品等集積所から二次医薬品等集積所への搬送手段を確保する。 

 

【薬剤師班の確保】 

○保健福祉事務所から、広域的な薬剤師班の派遣について要請があった場合又は

医薬品等集積所を設置した場合は、県薬剤師会に薬剤師班の派遣を要請する。県

内での確保が困難な場合は、他県・国への支援要請を行う。 

○県薬剤師会と連携し、県外からの薬剤師班の受入調整を行う。 

 

■保健福祉事務所 

災害地域における関係者間の連絡調整や情報収集・提供の基点となり、薬務課との連絡調整

を行い、医薬品等の確保と円滑な供給に努める。また、地区薬剤師会との連携により、薬剤師

の派遣について調整を行う。 
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役 割 具体的な内容 

平常時の対応 

○薬務課、関係機関及び関係団体と連携し管内における医薬品等の確保・供

給体制を整備する。また、情報伝達手段を確保し、情報収集・連絡体制を整

備する。 

○災害に備え、管内の災害薬事コーディネーター等との連携体制の構築に努

める。 

○市町における医薬品等の備蓄・確保状況を把握し、地域災害医療対策会議

等において、市町の実情にあった医薬品の確保体制について、助言・協力を

行う。 

○市町の救護病院、応急救護所、指定避難所等の指定状況を把握する。 

○二次医薬品等集積所の設定を行い、運営に必要な設備等の整備を図る。 

○地区薬剤師会と協議し、薬剤師の派遣体制を整備する。 

○医療救護施設へ医薬品等を供給するための車両の確保及び緊急車両事前 

届を行う。 

発災後の対応 

【情報収集･提供】 

○管内の医療機関、薬局等の被災状況を把握し、薬務課に報告する。 

○管内の応急救護所、避難所等の設置状況の情報を収集し、薬務課に報告する。 

○医療機関や関係団体からの情報により、医薬品等の需要見込み等について把

握するとともに、被災地内外の医薬品等の需給状況等について情報を収集

し、薬務課に報告する。必要に応じ、医療機関等へ情報提供を行なう。 

○薬務課からの医薬品等の確保・供給に関する情報を管内市町に提供する。 

 

【医薬品等の確保・供給】 

○応急救護所等における医薬品・医療資器材等が不足する場合に、市町からの要

請に基づき、管内に備蓄している震災時用医薬品等の供給について、震災時医薬

品等備蓄機関に搬送を要請する。不足する場合は、薬務課に管外に備蓄の震災時

用医薬品等又はその他必要な医薬品等の供給を要請する。 

○地域災害医療対策会議等において、医薬品等の供給を調整する。 

○医薬品等の搬送が困難な場合は、薬務課に連絡する。 

 

【医薬品等集積所の設置・運営】 

○薬務課からの指示により、二次医薬品等集積所を設置し、県薬剤師会の協力を

得て運営する。 

○二次医薬品等集積所から応急救護所等への医薬品等の搬送を行う。 

 

【薬剤師の確保】 

○医療救護活動において、薬剤師が不足する場合は、地域災害医療対策会議にお

いて調整を行い、地区薬剤師会に薬剤師班の派遣を要請する。 

○市町から、薬剤師班の派遣要請を受けたとき又は管内に二次医薬品等集積所が

設置されたときは、薬務課に薬剤師班の派遣を要請する。 

○地区薬剤師会（又は県薬剤師会）と連携し、支援薬剤師の受入・派遣の調整を

行う。 

 



12 
 

■市町（市町災害対策本部） 

   救護病院、応急救護所等における医薬品等の需給状況を把握するとともに、必要な医薬品等の

確保と供給を行う。 

役 割 具体的な内容 

平常時の対応 

○市町における医薬品等の確保・供給体制を整備する。 

○災害時用医薬品等の備蓄のほか、地区薬剤師会等関係機関と連携し、応急

救護所等で使用する医薬品等の確保に努める。 

○救護病院、応急救護所等との情報伝達手段を確保する。 

○応急救護所等における医薬品等の保管・管理設備を整備する。 

発災後の対応 

【情報収集･提供】 

○市町内の被災状況を把握し、保健福祉事務所に報告する。 

○応急救護所、避難所等を設置した場合は、保健福祉事務所に報告する。 

○応急救護所等における医薬品等の需要見込み等について把握するととも

に、被災地内外の医薬品等の需給状況等について情報を収集し、保健福祉事

務所に報告する。 

 

【医薬品等の確保・供給】 

○応急救護所等において使用する医薬品等については、市町の災害時用備蓄

医薬品等又は地区薬剤師会との協定に基づき確保した医薬品等を使用する。

不足する場合は、保健福祉事務所に対し、震災時用医薬品等を供給するよう

要請する。さらに不足する場合は、保健福祉事務所に必要な医薬品等の供給

を要請する。 

 

【薬剤師の確保】 

○応急救護所等において、薬剤師が必要な時は、地区薬剤師会との協定に基

づき薬剤師班の派遣を要請する。それが困難な場合は、保健福祉事務所に広

域的な調整を要請する。 

  

■協定締結団体（医薬品卸業協会・医療ガス協会・医薬品小売商業組合・医療機器販売業協会）

及び団体加盟事業者 

  医療機関を中心とした医薬品等のニーズに応え、可能な限り安定的かつ迅速な供給に努める。

また、県と連携して医療救護に必要な医薬品を応急救護所等へ迅速に供給する。 

役 割 具体的な実施内容 

平常時の対応 

【協定締結団体】 

○行政及び団体加盟事業者（以下「事業者」という。）並びに医療機関等と

の情報伝達体制を整備する。 
○行政及び医療機関等との協力体制を整備する。 
○上部団体等との協力体制を整備する。 
 

【事業者】 

○災害時活動マニュアルを作成し災害時における医療機関等への医薬品等

の供給体制を整備する。また、それに基づく訓練等を行う。 
○関係機関との情報伝達体制を整備する。 
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○応急救護所等への医薬品等の供給について、県及び市町と搬送方法等につ

いて整備する。 
○大規模災害に備えた在庫量の確保に努める。 
○設備の耐震化を図るとともに停電等に備えた対策を講じる。 

○緊急車両の事前登録に努める。 

発災後の対応 

 

【協定締結団体】 

○薬務課からの要請により、薬務課に連絡員を派遣し、行政、医療機関等及

び事業者との情報伝達の調整を行う。 

○発災後、速やかに事業者の被災状況を把握し、薬務課に報告する。被災し

た事業者がある場合は、県及び他の事業者の協力のもと、早期復旧に努める。 

○事業者における医薬品等の在庫状況その他参考事項について、随時、薬務

課に報告する。 

○薬務課から医薬品等の供給要請を受けた場合は、事業者へ供給及び搬送を

依頼する。 

○県内での医薬品等の確保が困難であると判断した場合は、薬務課と協議

し、上部団体や近県の関係団体へ協力を要請する。 

 

【事業者】 

○発災後、速やかに被災状況を所属団体に報告する。また、定期的に稼働状

況及び医薬品等の在庫状況等を報告する。 

○医療機関等の被災状況等を入手した場合はその状況等を所属団体に報告

する。 

○所属団体から要請があった場合はそれに従い、医薬品等の供給に努める。 

○被災の状況から判断して、通常の通信手段や搬送の方法では医療需要に対

応しきれないと判断した場合には，事業者の連携のもとに、可能な限り医療

機関を巡回するなど、必要な医薬品等の需要を把握し供給に努める。  

    

■県薬剤師会 

県との協定に基づき、市町が設置する応急救護所や避難所等において、調剤、服薬指導及び

医師等への医薬品情報の提供並びに医薬品等集積所等における医薬品等の仕分け及び管理など

の医療救護活動を行う。 

役 割 具体的な内容 

平常時の対応 

○災害時活動マニュアルを作成し、会員薬局等へ周知する。 

○行政及び地区薬剤師会、会員薬局等との情報伝達体制を整備し、通信手段

を確保する。 

○災害時に救護の拠点となる医療機関の処方せんを応需する薬局の整備を

図る。 

○災害に備え、薬剤師で編成される救護班（以下「薬剤師班」という。）を

整備する。また、薬務課と協議し、支援薬剤師の受入れ体制を整備する。 

○お薬手帳の普及啓発を図る。 

発災後の対応 

○薬務課に対し会員薬局等の被災状況を報告する。  

○薬務課からの要請により薬剤師班を派遣する。 

○薬務課と協議し、薬剤師班の被災地への派遣調整、支援薬剤師の受入れを
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行う。 

    

■県震災時用医薬品等備蓄機関 

   「香川県震災時用医薬品等備蓄管理要綱」に基づき、震災時用医薬品等を保管・管理し、発 

  災時には、震災時用医薬品等を搬送する。     

役 割 具体的な実施内容 

平常時の対応 

○震災時用医薬品等の保管・管理を行う。 

○薬務課との連絡手段を確保する。 

○災害時に震災時用医薬品等を搬送する車両の確保を行う。 

発災後の対応 

○薬務課又は保健福祉事務所からの要請に基づき、震災時用医薬品等を指定

された応急救護所等へ搬送する。 
○情報伝達体制が寸断された場合は、備蓄機関の判断により、震災時用医薬

品等を供給することができる。 
 

■病院薬剤師会 

平時は、災害医療支援のための手引き（一般社団法人日本病院薬剤師会、以下「日病薬」と

いう。）に基づき、災害医療支援体制の構築に努める。発災時は、日病薬、行政機関、関係団

体からの支援要請に基づき対応する。 

 

  ■災害薬事コーディネーター 

   平時は、災害時に備え、薬務課等との連携体制の構築に努める。発災時は、保健医療福祉調

整本部長（健康福祉部長）の要請に応じて、参集場所に参集するよう努める等アクションカー

ドに基づき、業務を行う。 
 

 ２ アクションカード 

   業務手順をあらかじめ設定し、発災時にはアクションカードに基づき行動する。 

 災害薬事コーディネーター（総括） 

No.１ 災害薬事コーディネーター等関係者の安否確認及び活動開始指示 

No.２ 医薬品等の供給要請 

No.３ 薬剤師の派遣要請 

災害薬事コーディネーター（保健福祉事務所） 

No.４ 管内災害薬事コーディネーターの安否確認及び報告 

No.５ 医薬品等の供給要請 

No.６ 薬剤師の派遣要請 

No.７ 医薬品等の管理・供給調整 

災害薬事コーディネーター（一次医薬品等集積所） 

No.８ 災害薬事コーディネーター（一次医薬品等集積所）の安否確認及び報告 

No.９ 医薬品等の管理・供給調整 

支援薬剤師 

No.１０ 医療救護所・避難所における活動 

No.１１ 医薬品等集積所における活動 

医薬品卸業者 
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No.１２ 医薬品等の供給要請対応 

 

Ⅵ 費用弁済等 

１ 費用負担 

 （１）医薬品等 

協定に基づき薬務課が要請し引き取った医薬品等は、県が支弁する。 

 （２）薬剤師等の人材派遣 

医療救護活動を実施した場合に要する費用は、協定に基づき支弁する。 

（３）災害薬事コーディネーター 

  災害薬事コーディネーターに要する費用は、香川県災害薬事コーディネーター設置要綱に

基づき支弁する。 

 

 ２ 災害救助法による支弁等  

（１）災害救助関係経費は、災害救助法の定めるところにより、県が支弁する。市町が繰替え

支弁した場合は、県に請求する。  

（２）災害救助法の費用請求に当たっては、医療救護活動内容の記録の保存が重要となる。平

常時に可能な限り記録様式を定め、使用の際は、ファクシミリ等を使用し相互に保存する。 

（３）薬剤師会との協力協定に基づき、県・市町が要請し、薬剤師班の医療救護活動に要した

費用については、県薬剤師会が取りまとめ県に請求を行う。 

 

 


